
 

 

障害者総合福祉法（仮称）骨格提言素案 

（平成 23 年 8 月 9 日追加提案） 

●  はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

Ⅰ．総合福祉法（仮称）の骨格提言 

●    １．法の理念、目的、範囲 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

7/26  ２．障害（者）の範囲 

7/26  ３．選択と決定（支給決定） 

7/26 ４．相談支援 

7/26  ５．権利擁護 

7/26 ６．支援（サービス）体系 

7/26  ７．利用者負担 

7/26  ８．報酬と人材確保 

7/26  ９．地域生活の資源整備 

7/26  １０．地域移行 

 

Ⅱ．新法制定と実現への道程 

●   １．旧法から自立支援法の事業体系への移行について・・・・・・・・１５ 

●   ２．障害者総合福祉法と基金事業について・・・・・・・・・・・・・１６ 

●   ３．新法準備に当たってのその他の課題・・・・・・・・・・・・・・１８ 

     ４．財政のあり方 

●  （１）障害福祉への支出を OECDの平均水準以上に ・・・・・・・・・２１ 

◎  （２）個別ニーズ評価自治体の財政分析結果 

●  （３）長時間介護などの地域生活支援のための財源措置・・・・・・・２２ 

    

Ⅲ．関連する他の法律や分野との関係 

●   １．医療・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

●   ２．障害児・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１ 

●   ３．労働と雇用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 

●   ４．その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３ 

 

● おわりに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７ 

◎ 資料（委員名簿等） 

 

 

● ～ 今回（第 17回総合福祉部会にて）提案している項目 

◎ ～ 現在、検討中の項目 

7/26～ 7月 26日の第 16回総合福祉部会にて提案済の項目 

総合福祉部会 第 17 回 
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